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危殆に瀕する米国の民主制

―2022 年中間選挙の綜合的構造分析―

松村昌廣

（桃山学院大学法学部教授）

【要約】

本研究は 2022 年の中間選挙を契機と捉え、米民主制の現況に関

して分析と考察を行う。本論は、米国覇権の凋落と動揺する米民主

制との間の相互作用の重要性を重視し、政治経済論的および政治社

会学的な観点からの綜合的構造分析を提供する。このアプローチ

は、従来の政党政治分析や選挙投票行動データや世論調査データの

分析では、選挙結果が権力配置における大きなシフトをもたらさな

い限り、特に「統一政府」や極度な「分割政府」など生まない場合

以外は、分析対象の社会に関する詳細な構造的変容を十分に捉えき

れないとの理解に基づく。本分析は、覇権の衰退と民主制の弱体化

が、産業の空洞化、失業、社会経済の二極化を通じて密接に結び付

いており、人種、エスニシティ、社会経済的地位、宗教、言語、性

別、そして性的指向等、部分的に重複する分岐線に沿って、深刻な

不安定化と分断をもたらしていることを明らかにした。その結果、

これらの分裂は現在進行中の政治的内戦と文化戦争の中、政党間の

政治闘争を激化させている。現状は日台が対中安全保障の目的で米

国にだけ依存している状況を、非常にリスクの高いものとしている。
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一　はじめに

事前の世論調査・分析から共和党圧勝の公算が高いと注視され

た 2022 年秋の米国中間選挙は、下院では共和党の議席数が僅差で

過半数を獲得したものの（共和党 =222、民主党 =213）、上院では

民主党が辛うじて過半数を維持する結果（共和党 =49、民主党会派

=50、無所属 =1）に終わった。

つまり、予想されたトランプ旋風が吹かなかったことから、

2024 年大統領選でのトランプ氏が出馬し、再選される蓋然性は従

前の想定より低くなった 1。また、米国政治は民主党バイデン政権と

民主党主導の上院を一方とし、共和党主導の下院を他方とする、分

割政府の状態に陥った。このため、バイデン政権は必要とする予算

を含む立法が困難となり、その政策実現能力の著しい低下が不可避

となった。もちろん、同政権は従来の分割政府の下でそうであった

ように、上院の承認を得て必要な行政府高官を登用しつつ、既存法

令の枠内で行政権を駆使して政策を執行しようとするであろうが、

共和党側は司法的手段を用いてこれを妨害・阻止しようとするであ

ろう。しかも、2022 年 6 月、米連邦最高裁が人工中絶を容認した

判決を覆して、その判断を州レベルの立法・司法に委ねたことに如

実に示されるように、トランプ前政権時に就任した保守的な判事 3

名が最高裁を保守化したことから、バイデン政権が極めてリベラル

な政策を実施しようとすれば、それを違憲とし阻む可能性が高い。

こうした点は、米国の三権分立制や選挙制度を押さえた上で、

投票・世論調査データや政党関係の変化を分析すれば分かる。しか

1	 一応、トランプ氏は 2022年 11月 16日は、次期大統領選に出馬する旨、表明した。

実際に、出馬するのか、或いは出馬できるのか、注視する必要がある。
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し、大方の分析・考察は米国（国内）政治の個別専門分野におけ

る分析視角・手法の定石に沿った手堅いものであるものの、国際関

係、経済、イデオロギー、米国社会等を跨ぎ且つ相互に連動した変

動に関する綜合的な分析視角を提示できていない。その結果、従来

の民主・共和二大政党政治や分割政府を所与或いは暗黙の前提とし

た静態分析に留まっており（つまり、米国が直面する国際・国内的

凋落は一時的且つ可逆的なものだと想定しており）、従来の国内政

治構造が根本的に変容するリスクを捉えきれていない。

そこで本稿では、グローバル覇権国として米国の凋落と米国内政

治の変動が表裏一体であるとの認識に立脚して、そのダイナミズム

の中に今次の選挙結果を位置付けることで今後を展望し、日台を焦

点とした北東アジアの安保情勢に対する含意を導き出したい。

ここで、この分析アプローチの想定とその限界を確認しておく

と、本稿が米国に分析対象を絞った比較政治学（主として、政治経

済論や政治社会学）的な視角を採っている点にある。つまり、グ

ローバルな国際関係における列強の相互作用を主たる分析対象と

していない点にある。しかし、実際には、列強の盛衰はその相互依

存関係にも多分に影響されていることは言を俟たない。例えば、中

国の台頭は資金、技術、需要の点で米日欧がもたらしたものである

（Pillsbury 2015; 増田 2017a; 増田 2021）。また、明らかに、グ

ローバルなコロナ禍による現在の米欧日中の不況もそうした相互依

存の負の作用である。そうした中で、「政治的・経済的凋落」「社

会的混乱や分裂・対立」を見せているのは凋落する米国だけではな

く、欧日中ロ等も似たような衰退状況を呈している。したがって、

本来、この点、国際関係論的視角から詳細な実証的分析を行うべき

ところ、紙幅の制約もあることから断念し、その代わり、米国覇権

の盛衰が覇権システムの強力な作用を通じて列強の盛衰に対する多
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重多層的且つ双方的な因果関係の中において、最も大きな説明力を

有する要因であると想定している。その是非に関しては、筆者は本

稿の覇権凋落とその影響に関する分析と考察に対する読者の審判を

俟たねばならない。

二　経済覇権システムの変容

今次の中間選挙では、有権者の関心はウクライナ戦争や中台戦

争リスクには殆どなく、国内経済社会格差による社会的二極化と

雇用問題が深刻な中、激しいインフレが昂進した結果、従来にも

増して国内経済社会問題の重視が顕著であった（大越 2022; 蒔田 

2022）。こうした政策面での国内問題優先と精神面での内向き化

傾向は、以下の因果関係により米国の経済覇権の凋落によってもた

らせれたものである（松村 2018, 3-13; 増田 2017b; 中野 2022; 

Katusa 2015, 195-211）。

1　工業生産力に基づく経済覇権

そもそも、米国は 19 世紀末から工業化を急速に進め、第一次世

界大戦を経て経済超大国となった後、第二次世界大戦中には、「民

主主義の兵器廠」の役割を演じた。第二次世界大戦後は、その余勢

を駆って「世界の工場」となる一方、ブレトンウッズ体制を主導し

て樹立することで米ドル基軸通貨制、国際自由貿易、国際開発援助

を柱とする経済覇権システムを構築した。その結果、1960 年代の

米国は他の追随を許さない金保有量、工業技術力、工業生産力に支

えられて恒常的な貿易黒字を出しながら成長と繁栄の「黄金時代」

を享受した。また、分厚い中産階級が成長し、民主制が安定する一

方、それによる消費増大が更なる成長と繁栄に繋がるプラスのスパ
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イラル効果を生んだ。

しかし、欧州諸国や日本が戦禍を克服して復興・発展すると、米

国は相対的に凋落し次第に深刻な貿易赤字に苦しむようになった。

また、ベトナム戦争の戦費が嵩み、財政赤字を拡大させ、貿易収支

を急速に悪化させた。その結果、1971 年 8 月、ニクソン大統領は

突如、一方的にドルと金の兌換を停止し、ここにブレトンウッズ体

制の原型は終焉を告げた。この所謂「ニクソン・ショック」は工業

生産力に支えられた米国の経済覇権が終焉に向かう分水嶺であっ

た。その後、1970～1980 年代、米国はソ連との軍事的対決で経済

力を疲弊させる一方、日欧（特に、独）との貿易・経済競争で急速

に劣勢に陥った。巨額の二重（貿易・財政）の赤字が累積し、非常

に高いインフレ率と失業率で中産階級が急速に凋落した結果、米国

の民主制は危機に直面した。また、この危機を乗り切ろうと、公定

歩合を急激に引き上げたことから、極端なドル高になり、米国は急

速に輸出競争力を失った。その結果、米国企業は生産コスト、とり

わけ人件費の安い海外に多くの生産拠点を移転し、米製造業の空洞

化が進展する嚆矢となった。つまり、米民主制の安定性と繁栄の基

礎を侵食し始めたのであった。

2　金融力に基づく経済覇権

冷戦がソ連の自壊によって終結した結果、国際政治構造は米ソ

二極体制から唯一の超大国・米国による単極体制になった。とはい

え、既に米国の工業生産力は不可逆的に弱体化しており、製造業の

再生が現実的な政策方針ではあり得なかったため、結局、構造的パ

ワーであるドル基軸通貨制を駆使して、金融力に基づく経済覇権シ

ステムを再生させたのであった。「ニクソン・ショック」後、ドル
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と金の兌換は停止されて久しく、これは裏付けのない不換紙幣とし

てのドルを制度上何ら制約なくいくらでも発行できることを意味し

た。そこで、米国は以前にもまして国内消費と輸入を増やし、巨額

の貿易赤字を米ドルによって支払いながら、その結果、海外に流出

した米ドルを相対的に高い利回りで米国に還流させ、米国の金融・

証券部門により海外へ投資することで、グローバルなスケールで消

費→投資→消費の「正のスパイラル」、所謂「帝国循環」を形成す

ることに成功した。

もちろん、この循環が永続されるには、高利回りを確保できる投

資先を永久に見つけ続けねばならないが、そうすることは所詮不可

能である。つまり、米国が巨大な金融資産バブルを発生させないよ

うに、慎重に通貨供給量を増やせば、持続的な経済成長は可能であ

る。しかし、逆に野放図にドルの供給を増やせば、ドルの価値は下

落し、ドル基軸制は不安定化し、最悪、崩壊する。結論を先取りし

て言えば、米国はそうした自制ができず 2、巨大な金融資産バブルを

発生させ、2008 年のリーマン・ブラザース（当時、米国第 4 位の

規模を持つ巨大証券会社・名門投資銀行）の倒産によるバブル崩壊

とその後の金融危機から基本的に抜け出せずにいる。これは、巨大

な不良債権によるシステミック・クラッシュ（和製英語では、「ハ

ード・ランディング」）を回避するため、巨額の通貨供給によって

不良債権を政府・公共部門に移し、当面の流動性の危機を回避した

ものの、基本的には債務超過の問題を処理できないままとなってい

るからである。さらに、コロナ禍とウクライナ戦争による巨大な財

2	 ブレトンウッズ協定では、金 1 オンスは 35 米ドルと定められていたが、2023 年 1
月現在、1,920～1,940 米ドルであり、米ドルの価値は名目で 55 分の 1 程度に落

ちている。
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政支出はさらに債務超過を深刻にしており、米国の金融システムは

崩壊するか否かではなく、いつ崩壊するのかという差し迫った構造

的危機に直面している 3。

もっとも、恐怖指数（Volatility Index）の変動が示すように、現

在の米国の金融システムには致命的な信用不安はないように見え

る。しかし、未曽有の債務残高と法的支払義務残高に鑑みると、そ

の巨大バブルの崩壊は壊滅的なインパクトを及ぼすことは不可避で

ある。したがって、従前のバブル崩壊が個別の金融機関を破綻させ

たことがあっても、結局、金融システム自体を崩壊せたことはなか

った歴史的経験をもって、安堵することはできない。

本稿で問うのは、米国の金融覇権の行き詰まりが、米国の政治・

社会システムに広範で深刻な動揺をもたらしていることであり、決

して金融覇権の動揺がバブルを引き起こすと主張しているわけでは

ない。むしろ、米国経済覇権の下でも、日本、中国、ヨーロッパ諸

国等でバブル崩壊が起きてきたことから、一般にバブル崩壊と金融

覇権の動揺には因果関係はない。また、米国政府が 2008 年以降の

金融危機を乗り越えるために行った施策が「ウォール街を占拠せよ

（Occupy Wall Street）」運動（Volle n.d.;Katagiri 2012）等、

直接的に米国社会に分断を引き起こした点を重視しているわけでは

ない。

3	 2023 年 2 月 4 日現在、米国の連邦政府の公的債務額は 31,52 兆ドル、州レベルの

公的債務は 1,23 兆ドル、市郡レベルの公的債務は 2,31 兆ドルで、小計 35,06 兆

ドル（$1=￥130 として 4,558 兆円）で、国内総生産（GNP）の 26,2 兆ドルを大

きく上回る。さらに、民間部門と家計部門の総債務額は 94 兆ドルであり、社会保

障制度（social security）と老齢・身体障害者医療保険制度（medicare）の法的未

支払義務残高（liabilities）は181, 3兆ドルに達している（US Debt Clock n.d.）。

一見して、この債務・未支払額は米国の返済・支払能力を凌駕している。
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米国の金融覇権、とりわけドル本位制の動揺そのものが、米国社

会において多層多重的な国内の二極対立を生むわけではないのは自

明であることから、次に米国の「変容と危機」のダイナミズムをよ

り具体的に探ることとする。

三　 「変容と危機」 のダイナミズム

冷戦終結からリーマン・ショックまでの約 20 年間弱、米国は IT

・金融資産バブルで「我が世の春」を謳歌した。これは単極構造の

下、高利周りが可能な投資対象地域として、それまで米国主導の国

際市場経済の外部にあり、低い経済社会発展の水準に甘んじていた

旧ソ連圏、共産中国、その他の地域を新たに組み入れたからであっ

た。その結果、市場メカニズムの作用を阻害する大きな軍事安全保

障上の要因はなくなり、その徹底した形態であるグローバリゼーシ

ョンが猛威を振るうこととなった。「世界の投資銀行」となった米

国はこの変容を主導する一方、最大の受益者であった。果たして、

グローバリゼーションは以下に見るように、経済、軍事、政治・社

会の各側面で行き詰りを見せ、現在、米国の民主制と米国主導の国

際秩序、即ち米国覇権システムの不安定化が相互に密接に連動しな

がら増幅することとなった。

1　経済面

旧共産圏等への投資が進むと、当然その利回りは徐々にしかし

相当に落ち込んだ結果、「帝国循環」を維持・拡大するためには、

他の高利回りの投資対象を見出すことが必須となったが、そうする

ことは容易ではなかった。結局、歴史上よく見られるように、還流

したドル資金は投資ではなく、不動産、格付けの低い株式・債券、
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その他高リスクの金融商品への投機に向かい、巨大な金融資産バブ

ルを産んだ。この背景には、急速に発展した IT 技術と金融工学を

駆使したリスク分散が可能となった状況に対する過信があったが、

当然のことながら、リスクの分散はリスクをなくしたことを意味せ

ず、従来なら到底許容されなかった水準の高いリスクを抱えた。果

たして、20 年間弱の繁栄と借金による投機を促す金融資産価値が

巨大となった後、突如、株や債券等の投げ売りが始まり、その市

場決済資産価格が突然に急落し、金融市場における流動性が急激に

落ち込んだ。これが、サブプライム住宅ローン危機（2007 年末～

2009 年）に端を発し、リーマン・ブラザース倒産で本格化した国

際金融危機による金融資産バブルの崩壊であった。その結果、米国

の経済覇権システムの中核である金融サブシステムは深刻な構造的

脆弱性を抱え、今日依然として機能不全に陥ったままである。

2　軍事面

冷戦後、中国、ロシア、その他の地域が本格的な軍拡を行い、

その累積効果が顕著になる迄、米国は他の随従を許さない軍事力を

誇示していた。とはいえ、グローバリゼーションが当然視する市場

メカニズムは契約の順守、物流の確保・安全等、様々な制度的、物

理的条件を前提とするが、これらの条件は決して所与のものとして

自然に満たされるわけではない。諸条件は究極的には物理的強制力

（軍事力）によって保障されねばならず、それは米国が唯一のグ

ローバル軍事覇権国であるが故に、その大部分を負担せねばなら

ない。しかし、全世界の国々の名目国内総生産（GDP）の合計の 4

分の 1 にも満たない経済規模の米国一国が全世界の軍事費合計の 4

割強を長期間支出し続けるのは多分に無理があることは論を俟たな
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い 4。

したがって、順当に考えれば、米国はできるだけ長く経済・軍

事覇権を維持するため、武力行使よりも外交による問題処理・解決

を優先することによって、軍事費の削減、少なくとも増加を抑制す

べきなのである。また、同一水準の軍事費支出でより高い戦闘能力

を発揮できるように、より情報・資本集約的な装備体系と作戦方式

を採ればよい。逆に言えば、多数の歩兵を要する対反乱（counter-

insurgency）作戦に代表される労働集約的な作戦は回避すべきだと

言える。さらに言えば、戦う場合は、外交その他の非軍事的な手練

手管を用いて、米国が得意とする情報・資本集約型の戦いになるよ

う「勝利の方程式」を設定すべきなのである。つまり、米国にとっ

て勝敗は戦う前に決まっていると言える。

果たして、米国は 20 年間余り、反テロ戦争に邁進することで、

その経済・軍事覇権を一層傷付けた。米国が強大な軍事力を背景に

進めたグローバリゼーションは拡大中東・イスラム圏に対して、そ

の伝統的な社会と価値観に真っ向から挑戦する経済的、文化的な圧

迫となったが、そのインパクトを制御・削減し、真剣にイスラム側

と歩み寄ることはなかった。その結果、国際的にネットワーク化さ

れたイスラム過激派が執拗にゲリラ戦・反乱作戦の手法で対米軍事

闘争を挑み続けた。確かに、G.W. ブッシュ政権が米国同時多発テ

ロ事件（2001 年 9 月 11 日 ) の報復としてアフガン・タリバン政権

を武力で打倒したまでは止むを得なかったであろうが、その後、イ

4	 2020 年現在、米国の軍事費は世界第一の規模を誇り、全世界 157 国の軍事費の

合計（ドル換算）の 40％強を占める。これは、第 2 位から第 12 位の諸国のそれ

の合計よりも多い（Global Note 2023）。各国の名目 GDP については（Global 
Note 2022）。
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ラク戦争を開始して、両国全土を占領する形で国家建設を目指した

結果、長期的な対反乱戦に陥り、結局、成功することなく撤退し

た。これは湾岸戦争の際、G.H. ブッシュ大統領が米軍にクウェー

トに侵攻したイラク軍を駆逐させた後、バクダットに攻め込んでフ

セイン政権を打倒せず、抑制的な軍事的封じ込め政策を採ったこと

と対比される。この結果、多額の軍事支出によって軍事産業や関連

部門に戦争特需と繁栄をもたらしたものの、覇権システムの中核と

しての米国経済をさらに弱体化させた（Sopko 2021）。

3　政治 ・ 社会面

こうした経済、軍事両面での行き詰まりは、両分野が密接不可分

な覇権システムの運営に関して厳しい選択を迫り、米国の政治経済

エリートに激しい路線対立をもたらす。第一の路線は、現存する覇

権システムの下の利権構造を維持・強化するため、できるだけ長く

積極的な覇権政策を維持する。しかし、それは早晩、未曽有の金融

資産バブルと覇権システムの崩壊が突然起こることを意味する。第

二の路線は、覇権政策とグローバルな広がりを持つ利権構造を縮小

・再編成或いは放棄して、国内問題の解決を最優先とする。両路線

間の対立は、第一路線の内部対立とは根本的に異なり、非常に激し

く、妥協の余地は見出しにくい。

冷 戦 時 代 、 米 国 の 二 大 政 党 制 の 下 で の 超 党 派 提 携 関 係

（bipartisanship) がしばしば可能であったのは、両党の指導層が多

様なビジネス上の利害や宗教・思想・信条での複雑な分岐を超えて

妥協したためである。覇権支持者たちは軍事覇権と経済覇権の何れ

の側面を重視するか、そして具体的政策手法として、軍事力行使優

先か或いは非軍事手段（経済力やソフト・パワー）の駆使の何れを
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選択するかで時折激しく合従連衡を展開することはあっても、国際

・国内情勢の次第で、覇権システムによる既得権益を守るために妥

協したのである。さらに言えば、そうした提携関係は、政治経済エ

リートが一般国民から対外政策における広いフリーハンドを与えら

れている場合、具体的には、米国自身が戦争など深刻な有事に直面

して、国民が団結し、積極的に政府を支持している場合を除くと、

国内の経済社会情勢が順調で、一般国民が対外政策を政治経済エリ

ートに委ねている場合である。しかし、最早、そうしたフリーハン

ドは存在しない。極端なグローバリゼーションの結果、産業の空洞

化と著しい貧富の格差が出現し、かつては繁栄と社会的安定の礎で

あった分厚い中産階級がかなり低所得階級に没落してしまったから

である。

その結果、現在の米国政治の特徴は、以前の覇権維持・強化を

前提とした既存の政治経済エリート間の抑制の効いた政治ゲームか

ら、彼等と反覇権主義のアウトサイダー・新興エリートの間での妥

協の余地のない激しい闘争へと変容してしまったのである。しか

も、覇権支持勢力の背後には教育水準が高く、グローバリゼーショ

ンによる繁栄を享受できる富裕層・準富裕層が存在する一方、反覇

権勢力の背後には、グローバリゼーションの猛威に晒され経済社会

的に没落し追い詰められた貧困・低所得者層（多くの元中産階級を

含む）が存在する 5。したがって、「覇権支持エリート 対 反覇権エ

5	 新たな低所得者層の出現は、製造業が空洞化した「ラストベルト（rust belt）」

に顕著であるが、これは単に産業構造の変化を上手く乗り切れなかっただけとも

言える。しかし、グローバリゼーションによる変容は急速かつ大規模であるだけ

でなく、レイオフされた大量の低学歴労働者に職業訓練によって新たな技能を習

得させることは非常に困難である。しかも、米国は欧州諸国のように充実した公

的職業訓練習得支援プログラムがなく、個人の自己責任に委ねてることを由とす

るイデオロギーが極めて強いため、変化に適応できなかった。
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リート」は多分に「グローバリゼーション 対 反グローバリゼーシ

ョン」そして「既存エリート 対 大衆」との対立構造と重複すると

言えるだろう。

つまり、所謂「トランプ（Donald Trump）現象」は米国社会の

一時的な変動を反映したもので、早晩、消滅するというものではな

く、軍事、経済、社会の諸側面に跨る米国覇権システムの構造的行

き詰りの所産なのである。トランプ氏は米政界のアウトサイダー

で、著しく政治的妥当性（political correctness）を欠く言動と卓越

した行動力で毀誉褒貶の激しい人物であるが、同氏が政治スローガ

ンとして掲げてきた「アメリカ・ファースト（America First）」や

「メイク・アメリカ・グレート・アゲイン（Make America Great 

Again）」はそうした行き詰まりを打開しようと提示されたもので

あることは明らかである。前者は、海外への軍事的、経済的その他

の介入を行う覇権政策を放棄して、国内問題を最優先にすることを

意味し、後者は米国の経済社会的荒廃を、国内産業、特に製造業の

復興によって克服することを求めている。したがって、この状況が

変化しないならば、たとえ同氏が個人として政界から退場したとし

ても、第二、第三のトランプ的政治指導者が出現することになるで

あろう。

四　�政治的内戦 （“political civil war”） 状態と文化戦争

（“cul tural  war”）

注目すべきは、上記の覇権政策、グローバリゼーション、階級

で分岐した対立構造は政治セクターに限定された粛々とした政治

運動に留まるのではなく、全米的な広がりを持つ大衆運動と連動

し、しばしば大衆の過激な暴力を伴う状況となっている点である。
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具体的には、一方で、「Q アノン（QAnon）」と呼ばれる極右勢

力が提唱する陰謀論とそれに基づく政治運動があり（Wendl ing 

2021; Rubin, Bruggeman and Steakin 2021）、2021 年アメリカ

合衆国議会議事堂襲撃事件に主犯格の思想と動機に大きな影響を

与えた（Mallin 2022; Rubin, Bruggeman and Steakin 2021）。

他方、左翼側では反人種差別を掲げた分権的ネットワーク運動で

ある各地の「ブラック・ライブズ・マター（Black Lives Matter: 

BLM）」がしばしば大規模なデモから暴動と大量略奪に転化する

一方（Taylor 2021）、ネオナチや白人至上主義に的を絞った反右

翼過激派であるアンティファ（Antifa）の一部は白人至上主義者や

ネオナチのデモ隊と衝突し、乱闘事件を起こした（AFP BB News 

2020; Gornstein 2021）。これら、二つの運動は、主要都市など地

方公共団体のレベルで、「ディファウンド・ザ・ポリス（Defund 

the Police）」のスローガンを掲げ、警察予算の大幅な削減と警

察力の縮小を求めた一方（Hagen 2020）、民主党系の首長がそ

うした政治的圧力に応じて要求を実行に移した結果、当該都市等

ではかなり治安が悪化した例が顕著である（安部 2022; Mihalik 

2023）。2021 年の米連邦議会議事堂襲撃事件に鑑みて、当時米国

が内戦に至りかねないほど危険な状態にあったとの評価もある（渡

辺 2023; Walter 2022）。こうした状況が近年一気に広がり顕著に

なった背景には、如何なる社会的変容があるのだろうか。

1　冷戦による平等化圧力

こうした社会的変貌は凄まじいものであることから、米国が「形

成過程中の未完の民主制国家（a democracy in the making）」と

いう常套句の含意を噛み締めて、歴史的過程を考察せねばなるま
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い。そうした分析視角を据えれば、従来、冷戦終結においてソ連の

一方的崩壊による米国の勝利ばかりが強調され、冷戦がその過程で

米国の社会的変容に与えたインパクトが見逃されがちであることが

想起される。米ソの体制間対立はそのパフォーマンスと正当性にお

いて、両者がその優位を競った。確かに、米国は経済力、技術力、

そしてその総合として軍事力でソ連に優ったことは結果的に明らか

であるが、ソ連が少なくともイデオロギーの次元における階級間、

人種・民族間の平等性では優っていた。このため、米国の憲法体制

は建前として平等性を謳っているため、現実にこれらの点で多くの

問題を抱えた米国には強い平等化圧力が加わり、その実現が米民主

制の「進歩」として喧伝され、加速した（トッド 2022b, 第三章）。

実際、「黄金の 60 年代」の米国は、白人を中心に分厚くなった

中産階級に限定された民主制が安定的に機能した一方、黒人その他

のマイノリティーは民主制に十分包摂されずにいた。特に、黒人奴

隷制は南北戦争の結果、連邦法の次元では、廃止されたとはいえ、

その後、実質的な黒人に対する人種隔離政策が南部 11 州で歴然と

存在した。米国の権力分立制は連邦政府と州政府の間にも存在して

おり、各州による自治の権能は極めて強い。南北戦争の敗戦後、南

部諸州は州法として黒人取締法（Black Codes）を制定して解放奴

隷に対する準黒人奴隷システムを維持した。連邦政府が 1866 年に

公民権法を制定した後、一旦同法は廃止されたが、軍事占領された

南部諸州が合衆国に復帰すると、その政治力が用いられ、公民権法

に実効性を持たせる差別行為に対する刑罰を規定する立法措置は取

られなかった。そこで、南部諸州は州法としてジム・クロウ法（Jim 

Crow laws）を制定し、黒人その他のマイノリティーに一般公共施

設の利用を禁止、制限した。同法は、1964 年にリンドン・ジョン

ソン（Lyndon B. Johnson）政権が公民権法（Civil Rights Act）
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を制定し、漸く廃止された。つまり、この間、米国の民主制は、市

民に限定された民主制が奴隷に支えられる形で上手く機能した古代

ギリシャのポリス、アテネに似た状況にあったと言えよう。

その後、米国の民主制と社会システムはその基盤を弱体化させ

安定性を失っていった。それは、1980 年代以降の急速な米国国民

経済の国際化、さらには冷戦終結後の極端なグローバリゼーション

の結果、製造業の空洞化が深刻な中産階級の没落をもたらしたから

である。空洞化後に出現した新たなサービス経済は IT 技術を中心

に高度な教育と専門的技能を必要としたが、没落層はそうした急激

な変化には付いていけず、大型スーパーやファースト・フード産業

等、低賃金の職種に甘んじざるを得なかった 6。実際、米国の非大卒

人口は 25 歳以上の人口の 65％にも及び（USCB n.d.）、白人がそ

の中で大きな割り合いを占めている（Case and Deaton 2021）。

さらに言えば、これまで米国社会でマジョリティーであった白人

が、25 年後には全人口の 44.3％強となる（朝日新聞 2020）。つ

まり建国以来、社会の多数派支配勢力であった白人が非白人・有色

人種マイノリティーの総和に対する少数派に転落し、その地位と力

を失うのは最早時間の問題となった。

結局、米ソ冷戦とその後の単極構造の下におけるグローバリゼ

ーションによる平等化圧力は、米国の一般国民の次元で人種問題に

よる深刻な分岐、分断、対決の構造を生み出したのである。注目す

べきは、この構造の下、非大卒の白人を多数とする没落中産階級・

6	 こうした産業構造や所得配分の激変は、既に 2019 年度の時点で、経済社会的な発

展度や安定性を示す乳幼児死亡率、自殺率、刑務所収監率で、ロシアよりも米国

が悪い状態を生んでいる（トッド 2022a, 116-118; トッド 2021, 7）。また、死亡

率（総合、人種・学歴別）、麻薬中毒者数を時系列で見ても、米国の社会システ

ムが崩壊の淵に立っていることが分かる（トッド 2022a）。
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新低所得者層がトランプ支持者の中核的勢力となった共和党と、非

白人の新富裕・準富裕層を形成した大卒以上の高学歴者を含む各種

マイノリティーが中核となった民主党とが対峙することになったた

め、マクロレベルの「変容と危機」のダイナミズムと強く共鳴、連

動してきた点にある。

2　激化する文化戦争と社会システムの全般的崩壊の進行

人種問題は民族 / エスニシティや宗教 / 宗派と高い相関関係が

あり、ジェンダー、堕胎、治安、麻薬等、具体的な社会問題と交錯

して、米国社会は極めて深刻な分裂、対立状態に陥っている。こう

した激変は、建国以来の米国の社会統合において政治文化的覇権を

有していた WASP（White, Anglo-Saxon, Protestant）の弱体化を

一層急速に進めた。そもそも独立当初の米国は（英国系）WASP が

主流であったところ、19 世紀から次第に中欧、アイルランド、南

欧、東欧、バルンカン等、広く欧州から白人移民が流入し、その

社会統合作用は弱まった。さらに、アジア系、ヒスパニック系その

他人口の割合が増加すると、その傾向はさらに顕著になった（越智 

1998）。その結果、米国社会の統一感は著しく低下し、冷戦終結

後、そうした移民の父祖の地である国々に対する米国の対外介入政

策も冷徹な国益の計算ではなく、民族的・エスニック的な情動に左

右されるようになっていた（ハンチントン 2004）。

既に論じた「平等化圧力」は、S N S（S o c i a l  N e t w o r k i n g 

Systems）の劇的な発達と普及とに相俟って米国の一般大衆に基本

的価値観の次元で強烈な覚醒をもたらした。これは、独立革命戦

争が、それに先立つキリスト教信仰面での「大いなる覚醒（Great 

Awakening）」が産んだ「代表なければ課税なし（No taxat ion 
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without representation）」に象徴される政治的自由・平等に対する

主張と政治運動の帰結であることを想起させる。当時、その国民レ

ベルの論争の媒体がもともと新聞掲載の連作論文を収蔵した『ザ・

フェデラリスト（The Federalist Papers）』や政治宣伝用のパンフ

レットであったトマス・ペイン（著）『コモンセンス』等であった

のに対して、今日では SNS を含むインターネット情報になり、そ

の量・スピードが飛躍的に高まった結果、そのインパクトが劇的な

変化をもたらした言えるだろう。

しかし、留意すべきは、そうした覚醒と論争は、あらゆる強制や

圧力がなく、理性と事実のみが作用する「理想的対話状況（ideal 

speech situation）」（Stanford Encyclopedia of Philosophy 2014）

から生み出されたものからはほど遠い状態にある。むしろソ連崩壊

により国際場裏での軍事・政治闘争で敗北した米国内外の共産主義

者（外務省アメリカ局第 1 課 2021）は、フランクフルト学派の思

想・理論を利用して、一般国民には容易には気付かれない亜種共産

主義思想を形成し、民主党及びその左翼・リベラル支持勢力に浸透

する一方（渡辺 2021a, 第 4 章）、本論で分析した米国社会にお

ける分岐・分裂、分断、対立を疑似的な階級闘争と看做して、文

化戦争に盛んに持ち込んだ（渡辺 2021a; 渡辺 2022; フォン・シ

ュラー 2021）。これは、表面的には、人種、ジェンダー、歴史教

育、堕胎、治安・犯罪等、多様で複合的な社会問題に関する「言

葉狩り（political correctness：マイノリティーや社会的弱者の立場

に立ち、人種や宗教、性別などに対して寛容であろうとする考え

方）」や「キャンセル・カルチャー（cancel culture：多様性や公正

を求めて、従来の文化や伝統、習慣などを否定し、消していくこ

と）」であっても、本稿で試みた綜合的構造分析から捉えると、本

質的には左翼側が右翼側に仕掛けたイデオロギー闘争である。した
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がって、文化戦争は、著しく「左」旋回した民主党とトランプ支持

勢力が主導する共和党の政治対立・闘争と、さらには本稿で分析し

た経済面、軍事面での二項対立的な構造とも多分に重複する。

「キャンセル・カルチャー」の極めつけは、ジョージ・ワシント

ンやトマス・ジェファーソン等、米国建国期の政治指導者が多数の

奴隷を所有したことから、その政治的業績も否定され、都市の公園

に建てられた立像が倒されたことに現れた。しかも、その後の大統

領である A・ジャクソン、A・リンカーン、U・グラント、T・ル

ーズベルト、W・ウィルソン、J・モンロー、H・フーバー、J・ガ

ーフィールド、W・マッキンレーの立像が取り除かれたり、大学・

学校等の名称から削除されたりしている（Dorman 2021; Godwin 

2020; CBS News 2020）。さらに、キャンセルの対象は、その他

の歴史的な人物、今日の著名人、さらに一般人にまで拡大する様

相を見せている（Gerstein 2022）。この結果、米国の建国が従来

常識とされてきた独立宣言公布（1776 年）ではなく、多分に批判

的人種理論（Critical Race Theory）に影響され、黒人奴隷の存在

が記録上初めて確認された時点（1619 年）の何れであるのかとの

「左」「右」間の激しい論争を産んだ 7。こうなると、従来通り独立

記念日（7 月 4 日）を祝う等、定期的な行事によって多様な人造国

家・アメリカ合衆国を社会政治的に統合し続けることが非常に困難

となってしまった（Carafano 2021; BBC News 2020; Crenshaw 

2021）。

7	 中国やロシアはその諜報機関を使って対米工作活動を加速・強化して、直接、

間接に文化戦争を激化させた（Hamilton and Ohlberg 2020; 山口 2021; Kim 

2020; Navarro 2020b; Rogers 2021; Epstein 2018; NIC 2021）。
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五　激化する政治闘争

ここまで分析してきたように、今や米国社会は著しく一体感を

失っただけではなく、それを回復するための社会統合機能もかなり

低下している。分裂と対立の中で、政党が人種・民族・宗教等に基

づく派閥と化した場合、極端派が既成政党を乗っ取るなど、他者を

排して支配を追求することになる。そもそも、米国は高い社会的、

経済的多様性を有し、全国的二大政党は党議拘束が機能しない。そ

のため、政党内部の結束は弱く、党内に様々な分派が存在し、相互

に対立と競争があるのが常態である。本稿で考察した「変容と危

機」のダイナミズム、特に冷戦終結後の変容によって超党派連携関

係が成立しなくなり、その結果、政党間対立の激化と同一党内の対

立緩和が次第に顕著になった 8。これは、超党派連携での立法による

政策の実現が出来なくなった以上、党内対立を制御することによっ

て目的の達成を模索することが当然の帰結となったからである。つ

まり、議会、特に議事運営手続で多数決の原則が徹底する下院にお

いて過半数の議席を占めた政党において、その過半数を牛耳れば、

つまり全議席の 4 分の 1 強を手中にすれば、全体を左右することが

できることを意味する。したがって、党内覇権を握るため、分派間

の権力闘争は対立する分派を完全に排除し、圧倒的多数派になるま

で、つまり、特定の分派が当該の政党を乗っ取るまで行われること

8	 これは従来、民主・共和両党が「特定の政策方針やイデオロギーにもとづいて組

織されておらず、利権確保を目指して選挙で協力する地方組織の連合体の性格が

強（かった）」のに対して、過去 50 年間、特に冷戦終結後、リベラリズムを掲

げて、個人のニーズの充足のために「大きな政府」による介入を是とする民主党

と反リベラズムから減税推進派、宗教右派（キリスト教福音派）白人至上主義者

が共存する共和党のイデオロギー対立が激しくなったとも言える（岡山 2022, 
91）。
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となる。その結果、冷戦時代には、多様な分派が共存し、合従連衡

を繰り返した政党の姿は、今や「不寛容で一枚岩の戦闘集団」へと

変化した（待鳥 2022, 2-3）。実際、例えば、現在の共和党は「国

民の一部に過ぎない白人とキリスト教福音派（右派）を圧倒的に代

表するようになった」（渡辺 2023）。

こうした社会的変容は表面的には「トランプ派 対 反トランプ

派」であるが、既に分析したように、この対立は覇権政策、グロー

バリゼーション、貧富の格差の是非を巡る分裂と対決でもある。

従来から、連邦選挙運動法（Federal Election Campaign Act of 

1971）やロビイング規制法（Lobbying Disclosure Act of 1995）

によって、手続きと要件を満たせば実質的に個別の産業、企業、

団体が政党や個別政治家に対して合法的に賄賂その他資金提供が

可能であり、冷戦終結後、次第にリベラル民主制は実質的なリベ

ラル金融寡頭制へと変貌した（藤本 2004; 増田 2017b, 310-313; 

トッド 2022, 167-169）。現在、その反動として、世界恐慌に続

く 1930 年代に庶民が困窮した際に、地域政治のレベルで散見され

たように（三宅 1997）、ポピュリズム的な権威主義（つまり、あ

る種のファシズム）が全国的な規模で台頭している（Lührmann, 

Medzihorsky, Hindle, and Lindberg 2020）。その結果、現在の米

国では、トランプ支持者が優勢である共和党の権威主義化が進んだ

一方、冷戦期には共和・民主両党に跨って存在していた、金融寡頭

勢力と結託した既存体制勢力の中心が民主党に移った。

したがって、両派が落し所を探って妥協をすることは根本的に不

可能であり、第一期目のトランプ政権に先立つ大統領選から今日に

至るまで明らかなように、ゼロサム・ゲームの死闘を続けるしかな

いのである。その特徴は、既存システムで優位を有する反トランプ

派がそれに挑戦するトランプ派に対して、スキャンダルを持ち出し
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て攻撃を仕掛け、トランプ派が防戦、反撃するパターンが顕著であ

る。本論は構造分析のアプローチを採っており、紙幅の制約もある

ことから、政治プロセスの詳細に言及することは避けるが、結局は

不発に終わったロシアゲート事件（Mueller 2019）、共和党内のト

ランプ派と反トランプ派の権力闘争による未曽有の政権幹部の連続

人事異動（松村 2018, 237-252）、大統領退任後、大量の秘密文

書がトランプ氏の自宅で見つかった事件（エルドリッヂ 2022）、

2021 年米国連邦議会議事堂襲撃事件に関してトランプ氏の刑事訴

追を求めた下院特別委員会報告書（USHR 2023）を見れば明らか

である。逆に、中間選挙の結果、共和党主導の下院はバイデン大統

領親子の汚職疑惑（Cabral 2022; US Senate, 2020）、最終的に

は連邦・州レベルでの司法によって一応合法と判定されたが、細

部において広範で深刻な違法行為が露見した 2021 年の大統領選挙

（渡辺 2021b; Navarro 2021a; Navarro 2021b; Navarro 2020a; 

Hagmann 2020）、バイデン氏の副大統領時代の秘密文書未返却事

件等（Kinery 2023）、バイデン大統領・政権に対して意趣返しの

攻勢を強烈に展開することは必至である。

こうした状況はトランプ、バイデンその他の政治家個人の政界

からの退場によって変わることはなく、本稿で明かにした経済、軍

事、政治・社会に跨る多重多層的な二項対立構造が存在する限り続

くと考えなければならない。直截に言えば、当面、激化することは

あっても、消滅することはないであろう。

六　結語

ここまで本稿では、2022 年秋の米中間選挙の結果をもたらした

米国の覇権システムと民主制の変動の関する構造分析を、両者の連
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動に着目して行ってきた。そこでは、現在、経済的利害、イデオロ

ギー、宗教、人種等における米国社会の極めて厳しい分裂状態がま

すます増幅しており、民主制やそのプロセスによる社会統合能力が

非常に低下している状態が明らかになった。また、その烈度が既に

政治的内戦・文化戦争の水準にまで達しており、米国の民主制その

ものが危殆に瀕している状況を捉えた。しかも、そうした状況がグ

ローバル化した米国の覇権システムの衰退と表裏一体の関係にあ

り、不可逆的に進んでいるダイナミズムを明らかにした。

そうした状況に鑑みると、米国覇権に依存する東アジアの安全保

障秩序は米国の覇権維持に対する意思と能力の点で非常に大きなリ

スクを抱えている。実際、2022 年秋に公表されたバイデン政権の

「国家安全保障戦略（National Security Strategy）」は事実上、単

独では中国に対抗できず、同盟国との協力が不可欠であることを認

めている。つまり、米国には必要な軍事費を負担する能力がなく、

そのため必要な能力（軍事力）も構築できない。特に、ほぼ同時に

公表された「核態勢見直し（Nuclear Posture Review）」は、今後

10 年で中国が米露に匹敵する核超大国になる見通しを示し、米国

が同盟国に拡大核抑止を提供できなくなる可能性を強く示唆してい

る。冷戦時代から今日に至るまで、米ソ／米露は核超大国として英

仏中その他の核保有国を圧倒する核抑止力を保有していたため、こ

の優位性を背景に同盟国に拡大抑止を提供できた。しかし、中国が

米露に並ぶ核戦力を保有するようになると（DoD 2022, ix）、米

国は露中の核戦力に対して同時には対抗できない。また、最早米国

には、露中合わせた核戦力に対抗するために核軍拡を行う経済力も

政治的意思もない。したがって、米国の民主制がさらに動揺し、機

能不全に陥れば、米国はその凋落する外交・安全保障上の力を一層

発揮できなくなることは不可避である。
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実際、このような米国の軍事力に依存するリスクに直面して 9、日

本と台湾は独自の防衛力を大幅に強化しようとしている。2022 年

12 月、日本は岸田文雄政権の下、新たに「国家安全保障戦略」「国

家防衛戦略」「防衛力整備計画」を策定・発表し、今後 10 年で防衛

費を倍増しつつ、多数の各種ミサイルの調達・配備を中心とする反

撃能力の保有へと舵を切ることとした。つまり、従来の政策路線を

大枠で維持しつつも、徹底した専守防衛から積極防衛を重視する政

策へと修正する。換言すれば、日米間で「矛と盾」つまり「攻勢と

防御」の完全な役割分担から決別し、日本も相当程度「矛」の役割

を担う方針を明らかにした。

他方、台湾では戦略方針の転換が迷走したが、漸く国力の限界を

直視して、非対称戦兵力に重点的に資源配分を変化させることで、

独自の防衛力を強化する方針に転換しつつあるように思える。台湾

は、一旦 2019 年には「国防報告書」で「総体防衛構想」（整體防

衛構想）を採用し、戦車や戦闘機など伝統的戦力で対抗せず、安価

な歩兵携行式ミサイルなど「小規模、分散、精密、高威力」の非対

称戦力での対抗を模索することとしたものの、軍部の抵抗が強く、

その結果、この概念は 2021 年の「国防報告書」からは削除された。

しかし、蔡英文総統は建国記念日（2022 年 10 月 10 日）の演説で、

小型で機動性の高い精密兵器を獲得し、完全な非対称戦力を獲得

する旨、再度方針を転換した（中華民國國防部 2019・2021; 西見 

9	 2023 年 1 月、米国の主要なシンクタンク、戦略国際問題研究所（CSIS) は台湾海

峡を巡る米中戦争に関する最新のデータに基づくウォー・ゲームの結果を公表し

た。その結果は、米国は日台とともに戦い辛勝するものの、米軍だけで死傷者約

1 万人を出す一方、空母 2 隻や巡洋艦・駆逐艦 20 隻と軍用航空機 168-372 機を失

った。敢えて米国がこうしたリスクを冒して、実際に台湾有事に介入するか不確

実性はますます高まっている（Cancian, Cancian, and Heiginbotham 2023）。
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2023; 田中 2023; ロイター 2022; 李 2022）10。

2022 年 8 月の中国による大規模な軍事演習の後、台湾海峡を巡

って、日本を巻き込む形での米中戦争が勃発する可能性はますます

大きくなっている。通常、日米台では、中国が軍事的冒険に出るリ

スクが強調されるが、論理的には、米国による抑止力が十分であれ

ば懸念する必要性は低いと言える。ところが、本稿で分析したよう

に、米国はその民主制が危殆に瀕していることから、必要な抑止力

を維持する意思又は能力、最悪の場合、その両方を喪失する可能性

が低くはない。その意味で、東アジアの安全保障にとって、最大の

リスクは覇権と民主制の動揺が連動している米国そのものであると

も言えるだろう。2022 年秋の中間選挙は、共和党が下院のみで過

半数を制するという限定的な分割政府に留まる一方、トランプ勢力

の伸長も予想外に伸び悩んだことから、懸念された程の変動はなか

った。したがって、本稿で行ったような構造分析こそが従来の投票

分析や二大政党政治分析が十分捉えきれなかった米国リスクを明ら

かにできると言えるだろう。

本稿は桃山学院大学総合研究所共同プロジェクト「21 世紀の日本の安全保障

（IV）」（20 共 274）の成果の一部である。

（寄稿：2023 年 2 月 5 日、採用：2023 年 3 月 30 日）

10	 もっとも象徴的な例は、実現性が低い大型の通常型の潜水艦を国産化しようとし

て迷走した上に、全長 30 メートルの小型無人潜水艦の開発に乗り出したことであ

ろう（Matsumura 2017; Matsumura 2021; 選択 2023）。
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瀕於危殆的美國民主制

—針對 2022年期中選舉的綜合性結構分析—

松村昌廣

（桃山學院大學法學系教授）

【摘要】

本文以 2022 年期中選舉為契機，分析並審視美國民主制度之現

狀。本文從政治經濟論和政治社會學的角度，採用綜合性結構分析

法，強調美國霸權的衰落與美國民主制度的不穩定交互影響的重要

性。本文採用此研究途徑，是彌補過往研究的死角，因為過往採用

政黨政治分析、選舉投票和民意調查數據分析的方法，在選舉結果並

未出現權力分配大幅轉變時，如「一到性政府」或極端的「分立性政

府」的情況，並無法充分掌握分析社會內部發生的深層結構改變。本

研究發現，霸權的衰落和民主制度的弱化，是透過產業空心化、失

業、社會經濟的兩極化而緊密結合，並與種族、族裔，社會經濟地

位、宗教、語言、性別，以及性取向等支線有部分重疊，進而使社會

趨於更嚴重的不穩定與分裂。於是，在當前發生的政治內戰與文化戰

爭中，前述分裂加劇了政黨間的政治鬥爭。對於將美國視為對中安全

保障而高度仰賴美國的日本與台灣而言，美國面臨的現狀，將會帶來

非常大的風險。

關鍵字：金融霸權、霸權衰落、政治內戰、文化戰爭
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American Democracy in Peril: 
A Comprehensive Structural Analysis of the 

Midterm Elections of 2022

Masahiro Matsumura
Professor, Faculty of Law, St. Andrew’s University in Osaka

【Abstract】

This study finds the 2022 mid-term elections as an opportunity 
to look into the current state of American democracy.  I t  offers 
a  comprehensive s tructural  analysis  from a pol i t ical-economic 
and political-sociological perspective that emphasizes the central 
importance of the interplay between declining U.S. hegemony and 
American democracy in turbulence. This approach is taken based 
on the understanding that  conventional party-poli t ical  analyses 
and those of vote behavior-in-election and public opinion survey 
data do not fully capture in-depth structural metamorphoses of a 
society concerned, particularly when election results do not bring 
about a major shift in power configuration, such as a unified or a 
severely divided government. The analysis has found the decline 
of the hegemony and the weakening of the democracy have been 
intertwined through industrial hollow-out, unemployment, and social-
economic bipolarization, and also led to significant destabilization and 
disintegration along to the partially overlapping divide-lines of race, 
ethnicity, socio-economic status, religions, languages, gender, and 
sexual orientations. Consequentially, these divisions have intensified 
party-political struggles in the midst of the ongoing political civil war 
and cultural war. The state of affairs is making it extremely risky for 
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Japan and Taiwan to rely on the U.S. as their sole security guarantor 
vis-à-vis China.

Keywords:  financial hegemony, hegemonic decline, political civil war, 

cultural war
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